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という批難が議会を中心に急速に高まった。米企業の通商法第 201 条や関税法第 337 条による




























































の包括通商法が1974年通商法の第 301 条を強化しさらに悪名高いスーパー 301 条を時限立法
として追加して政府に有無を言わせず通商相手国との交渉を義務付けたのは，まさにこの流れ









































































きる。そして寡占企業はマーケティングの 4P と呼ばれている「製品計画J r価格設定J r流



























































日米聞や日 EC聞などにみられる二国間ベースの怒意的な OMA (市場秩序維持協定〉や


















































































































































































(16) 購買担当者の全国組織 NAPA (National Association of Purchasing Agents) は「会社に対し
ては忠誠，取引先に対しては公正，自己の職業に対しては誠実を」というスローガンのもとに「購買
慣行の原則と標準」という 10項目の行動基準を示している。
(17) 参考文献[7Jによる。原典はA. W oodside,“Buying Process in Six Di百erent Organizations," 


































(18) トヨタと GMの合弁会社 NUMMI のかつての社長で、ある東款氏によると，操業当時 NUMMI の
仕入れ部品の不良率は 3 割に達し，一時はレイオフ寸前まで経営が悪化した。 6 年後の90年には系列
サプライヤーは部品関係で約 100 社，アクセサリー用品を含めると 220""""230社になる。 NUMMI の
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